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県庁舎跡地活用検討懇話会の公開について 
 

１．要  綱 

長崎県県政情報の提供等の推進に関する要綱より抜粋 

〔平成１１年２月２２日制定〕 

（審議会等の会議の公開等） 

第９条 実施機関は、審議会等の附属機関及び私的諮問機関等の 

会議の公開及び委員の公募などに努めるものとする。 

 

２．審議事項 

①公開・非公開の決定 

②公開方法の決定 

「傍聴」又は「議事録の公表」 

③「議事録の公表」の場合の「氏名」の公表・非公表 

 

３．事務局案 

①検討懇話会は公開、作業部会は非公開（準備作業の場であるため） 

②公開方法は「傍聴」及び「議事録の公表」 

③議事録における「氏名」は非公表（より自由で率直な意見交換を

行っていただくため） 

③「議事録の公表」の場合の「氏名」は非公表 

 

 
  



長崎県県庁舎跡地活用検討懇話会設置要綱 

 

（設 置） 

第１条 県庁舎移転後の跡地活用に関して、広く県民及び有識者等の意見を求め

るため、長崎県県庁舎跡地活用検討懇話会（以下「懇話会」という。）を設置す

る。 

（所掌事務） 

第２条 懇話会は、次に掲げる事項について、知事に対して意見を述べるものと

する。 

(1) 県庁舎の跡地において整備すべき具体的な用途・機能に関すること 

 (2) その他、県庁舎の跡地活用に関し必要な事項 

（委 員） 

第３条 懇話会は、知事が委嘱する別紙の委員で組織する。  

（任 期） 

第４条 委員の任期は、平成２６年３月３１日までとする。 

（組 織） 

第５条 懇話会は、会長、副会長及び委員で構成する。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により決定する。 

３ 会長は、会務を掌理し、会議の議長となる。 

４ 会議は、会長が県と協議のうえ、招集する。 

５ 会長に事故があるときは、副会長がその職務を代理する。 

６ 懇話会は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者等の出席を求め、

意見を聴くことができる。 

（作業部会） 

第６条 第２条に掲げる所掌事務を具体的かつ専門的に検討を行うため、作業部

会を設ける。 

２ 作業部会は、委員のうち別紙に示す者により組織する。 

３ 作業部会には、部会長を置き、構成する委員の互選により決定する。 

４ 部会長は、会務を掌理し、作業部会の議長となる。 
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５ 作業部会の会議は、部会長が県と協議のうえ、招集する。 

６ 部会長に事故があるときは、構成する委員の互選により指名された者がその

職務を代理する。 

（庶 務） 

第７条 懇話会の庶務は、企画振興部まちづくり推進室において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は会長が

定める。 

 

  付 則 

 １ この要綱は、平成２４年７月２７日から施行する。 
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氏 名 職　　名　　等 作業部会
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奥 真 美 首都大学東京教授 ○

片 岡 力 まちづくりアドバイザー ○

潟 永 秀 一 郎 週刊誌「サンデー毎日」編集長（元毎日新聞長崎支局長）

川 添 弘 之 江戸町自治会会長

菊 森 淳 文 (財)ながさき地域政策研究所常務理事 ○

桐 野 耕 一 NPO法人長崎コンプラドール理事長 ○

小 松 雄 介 長崎商工会議所副会頭

清 水 愼 一 立教大学特任教授 ○

菅 原 千 二 郎 公募委員

田 川 尚 美 公募委員

竹 本 慶 三 佐世保市商店街連合会会長

朝 長 則 男 佐世保市長

服 部 敦 中部大学教授 ○

馬 場 宣 房 長崎新聞社取締役編集局長 兼 論説委員長

林 一 馬 長崎総合科学大学教授 ○

原 口 誠 (社)長崎青年会議所理事長

原 田 千 桂 子 諫早商工会議所女性会理事

福 田 修 志 公募委員

本 田 時 夫 浜市商店連合会会長

本 馬 貞 夫 長崎学アドバイザー ○

村 木 昭 一 郎 野母商船(株)代表取締役社長

　　　　県庁舎跡地活用検討懇話会委員名簿　　（50音順、敬称略）

- 3 -



 

- 4 -



県
庁
舎
整
備
と
跡
地
活
用
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

ニ ー

 
ズ 調

 
査

ア イ デ ア 募 集

建 設 工 事

Ｈ
２
１

Ｈ
２
２

Ｈ
２
３

Ｈ
２
４

Ｈ
２
５

Ｈ
２
６

Ｈ
２
７

跡 地 活 用 懇 話 会 提 言

Ｈ
２
８

Ｈ
２
９
～

建
設
工
事

解 体

埋 蔵 文 化 財

追 加 調 査

埋 蔵 文 化 財 調 査 等

基
本
設
計

実
施
設
計

県 庁 舎 整 備 跡 地 活 用

基
本
構
想

基
本
計
画

跡
地
活
用

検
討
懇
話
会

県 庁 舎 整 備

懇 話 会Ｈ
２
０

県 庁 舎 整 備

特 別 委 員 会

県 庁 舎 整 備 に 関 す る 意 見 書

県 庁 舎 整 備

特 別 委 員 会

新 た な 県 庁 舎 の 建 設 に 関 す る 意 見 書

年
度

設 計 プ ロ ポ ー ザ ル

県 庁 舎 跡 地

活 用 懇 話 会

ワ ー ク シ ョ ッ プ

実
現
可
能

性
の
検
討

東 日 本 大 震 災 の 検 証

基
本
設
計

実
施
設
計

移
転

決
定

基 本 構 想 案

- 5 -

013027
テキストボックス
資料２



県
庁
舎
跡
地
活
用
検
討
体
制
図

具
体

的
な
跡

地
活

用
策

県
庁
舎
跡
地
活
用
検
討

懇
話
会

〔
県
〕

〔
長

崎
市

〕

県
庁
舎

跡
地
活
用

検
討
委
員
会

（
構
成
）

両
副
知
事
、

関
係
部
局
長

 
ほ
か

懇
話
会

作
業
部
会

（
構
成
）

関
係
分
野
の
有

識
者

県
内
の
各
界
各

層
の
代
表
等

公
募
委
員

 

２
６
名

報 告
資
料
提
出

説
明

（
構
成
）

関
係
分
野
の
有

識
者
１
０
名

意
見

（
提
言
）

調
査

長
崎

市
都
市
経
営

戦
略
会
議

等

（
構
成
）

市
長

、
副

市
長

、

 
関
係
部
局
長

 
ほ
か

県 庁 舎 跡 地 活 用 プ ロ ジ ェ ク ト 会 議

（ 構

 
成

 
） 副

 
知

 
事

 
、

 
副

 
市

 
長

 
、

 
県

 
・ 市

 
関

 
係

 
部

 
課

 
長

説
明

情
報
発
信

意
見県

議
会

 
・

 
市
議
会

県
民

・
市
民

説
明

情
報

発
信

意
見

実
現
可
能
性
調
査報

告

県
・
長
崎
市
検
討
体
制

- 6 -



平成２２年７月

県庁舎基本構想策定室

長崎県庁舎の整備について長崎県庁舎の整備について

昭和46年12月

 

議会に「庁舎建設特別委員会」を設置

平成元年

 

3月

 

「県庁舎建設整備基金条例」を制定し、基金の積立
を開始（平成23年度末残高約３７２億円）
（関係予算は毎年度県議会で議決）

平成9年

 

2月

 

県議会「県庁舎建設特別委員会」委員長報告
「魚市跡地を建設候補地とする意見が大勢」

平成9年

 

9月

 

知事が県議会で「建設場所は長崎魚市跡地が最適」
と表明

県庁舎のための魚市跡地の埋立て

平成12年度

 

埋立にかかる環境アセスメント

平成15年12月

 

公有水面埋立免許願書提出

平成17年

 

9月

 

計画見直しに伴い前申請を取り下げ、新たに埋立
免許願書提出

平成17年12月

 

長崎市議会で県庁舎用地等を目的とした埋立への
同意を議決

 

長崎市長が同意

平成18年

 

2月

 

埋立免許を取得

平成18年

 

7月

 

埋立工事に着工

平成21年

 

7月

 

埋立工事完了

平成20年10月～21年5月
「県庁舎整備特別委員会」

平成21年5月
委員長報告（佐藤委員長）
県議会の意見書の議決

平成20年7月～21年2月
「県庁舎整備懇話会」

（民間懇話会）
平成21年2月
知事への提言

 

「魚市跡地が最適」

平成22年2月

 

「県庁舎整備基本構想案」策定・公表

これまでの経緯①

県庁舎整備に関する意見書

現在の県庁舎及び警察本部庁舎は、老朽化、狭隘化、

 
分散化等の課題に加え、災害発生時の防災拠点施設とし

 
ての耐震性と適切な機能確保が重要な課題となっており、

 
これらの課題を抜本的に解決するための整備が必要であ

 
る。
そのため、県議会として、今後さらに検討を行う必要

 
があることから、知事におかれては、以下の方針を前提

 
に進めることを要望する。

記

１ 現庁舎の耐震改修は困難であると判断し、新たな庁
舎の建設が必要であり、建て替える場合の建設場所は、
魚市跡地とする。

２

 

新庁舎の着工については、基本構想の内容などを審
議したうえで判断する必要があることから、早急に基
本構想を策定すること。
なお、基本構想策定にあたっては、県議会に報告し

意見を求めること。

以上、意見書を提出する。

平成２１年５月２９日
長崎県議会

(関係予算は毎年度県議会で議決)



平成２２年７月

県庁舎基本構想策定室

長崎県庁舎の整備について長崎県庁舎の整備について

平成22年3月～12月
「県庁舎整備特別委員会」

平成22年7月～9月
「県民の声を聴く会」

平成23年1月
委員長報告（小林委員長）
県議会の意見書の議決

平成22年4月～9月
「パブリックコメント」
・意見提出数

 

６２５人
・意見数

 

１,２３９件

「各種団体との意見交換会」
・要請に応じて実施

 

４９団体

新たな県庁舎の建設に関する意見書（抄）

現在の県庁舎及び警察本部庁舎は、老朽化、狭隘化、分散化

 
等の課題に加えて、災害発生時の防災拠点施設としての役割を

 
果たすために、その耐震性と適切な機能整備が喫緊の課題であ

 
り、県民の生命・財産を守る立場にある県として、何の策も講

 
じずに放置することは許されないことから、新たな庁舎の建設

 
を判断すべき時期にきているとの結論に達した。

 
このことを踏まえ、知事におかれては、以下の方針に沿って、

 
県庁舎建設を速やかに進められることを強く要望する。

 記

１

 

県議会において慎重かつ営々と行ってきた議論を踏まえて
確定する「長崎県庁舎整備基本構想」に基づき、長崎魚市跡
地において新たな県庁舎（行政棟・議会棟・警察棟）の建設
に速やかに着手すること。

２

 

道州制など将来の社会経済情勢に応じた行政ニーズの変化
に的確に対応できる庁舎とするような工夫を行うこと。

３

 

県内企業の受注機会の確保や県内産資材の使用促進により、
県庁舎建設による県内への経済波及効果を高め、県民生活の
向上や県内経済の活性化を図るため、建物の品質確保の方策
や県内企業の実情等を踏まえつつ、全庁あげて発注方法につ
いて最大限の工夫を行うこと。

４

 

現庁舎が移転した場合の跡地活用については、現庁舎敷地
の重要性に鑑み、周辺地域や長崎市はもとより長崎県全体の
活性化につながるよう県庁舎建設と同時並行して、地元長崎
市と一体となって積極的に検討を進めるとともに、県土の均
衡ある発展に取り組むこと。

以上、意見書を提出する。

平成２３年１月１２日
長崎県議会

新たな県庁舎の建設に関する意見書（抄）

現在の県庁舎及び警察本部庁舎は、老朽化、狭隘化、分散化

 
等の課題に加えて、災害発生時の防災拠点施設としての役割を

 
果たすために、その耐震性と適切な機能整備が喫緊の課題であ

 
り、県民の生命・財産を守る立場にある県として、何の策も講

 
じずに放置することは許されないことから、新たな庁舎の建設

 
を判断すべき時期にきているとの結論に達した。
このことを踏まえ、知事におかれては、以下の方針に沿って、

 
県庁舎建設を速やかに進められることを強く要望する。

記

１

 

県議会において慎重かつ営々と行ってきた議論を踏まえて
確定する「長崎県庁舎整備基本構想」に基づき、長崎魚市跡
地において新たな県庁舎（行政棟・議会棟・警察棟）の建設
に速やかに着手すること。

２

 

道州制など将来の社会経済情勢に応じた行政ニーズの変化
に的確に対応できる庁舎とするような工夫を行うこと。

３

 

県内企業の受注機会の確保や県内産資材の使用促進により、
県庁舎建設による県内への経済波及効果を高め、県民生活の
向上や県内経済の活性化を図るため、建物の品質確保の方策
や県内企業の実情等を踏まえつつ、全庁あげて発注方法につ
いて最大限の工夫を行うこと。

４

 

現庁舎が移転した場合の跡地活用については、現庁舎敷地
の重要性に鑑み、周辺地域や長崎市はもとより長崎県全体の
活性化につながるよう県庁舎建設と同時並行して、地元長崎
市と一体となって積極的に検討を進めるとともに、県土の均
衡ある発展に取り組むこと。

以上、意見書を提出する。

平成２３年１月１２日
長崎県議会

平成22年2月

 

「県庁舎整備基本構想案」策定・公表

平成23年2月

 

知事が、「長崎県庁舎整備基本構想に
基づき、長崎魚市跡地において新庁舎
建設に着手したい」と表明

平成23年3月

 

「県庁舎整備特別委員会」
東日本大震災

 

⇒

 

長崎魚市跡地の安全性を再確認

平成23年3月

 

県議会において、新たな庁舎の設計経費

 
等を盛り込んだ当初予算が可決成立

平成23年11月

 

県議会において、知事が「年内に設計者

 
の募集を開始したい」と表明

 

12月

 

設計者の募集を開始

平成24年3月

 

設計業務（行政棟・議会棟ほか）の契約締結

平成23年5月

 

「経済雇用・災害対策特別委員会」

これまでの経緯②
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現庁舎の問題点

なぜ、今「建替えが必要」なのか

現状のまま
放置することは許されない

＋

耐
震
性
不
足

合計２２棟に分散（県15棟、県警7棟）

民間ビルの借上げ費用

年間約２億円

修繕経費
年間約８千万円
本館

 

S28.3建設（59年経過）
(6F：S38.8増築）
警察本部

 

S29.12建設（58年経過）

老

朽
化

狭

隘
化

分

散

化

25.3㎡177.1㎡25.3㎡
九州他県

平均

20.1㎡70.9㎡16.5㎡現 況

警 察議 会行 政区 分

〔職員・議員1人あたりの床面積〕

 

共用部分含む

（震度６強の地震で、
倒壊・崩壊の可能性
が高い）
防災拠点施設機能
が担えない 福島県庁（S29建設）

 

時計塔



なぜ、「長崎魚市跡地建替え」なのか

耐震改修耐震改修

・課題解決できない・課題解決できない

・改修費約１３５億円・改修費約１３５億円

・延命できない・延命できない

・借上料の増大・借上料の増大

長崎魚市跡地長崎魚市跡地
建替え建替え

・人口集積・人口集積

・公共交通機関が整備・公共交通機関が整備

・周辺街づくりと連動・周辺街づくりと連動

などなど

長崎市以外長崎市以外もも

含含めためた場所場所のの検討検討

・県内９箇所・県内９箇所をを

 

候補地候補地
長崎市長崎市

 
６箇所６箇所

諫早市諫早市

 
２箇所２箇所

大村市大村市

 
１箇所１箇所

↓↓
魚市跡地が最適魚市跡地が最適

現在地建替え現在地建替え

・仮庁舎・仮庁舎のの確保確保にに

約８０億円約８０億円などなど

経費増経費増

・景観・景観へのへの影響影響

長崎魚市跡地に建替え

○パブリックコメントの実施

 
６２５人、１，２３９件

建設に賛成

 

約７７％

 

うち

 

場所は長崎魚市跡地

 

約７６％

○県議会主催の「県民の声を聴く会」への出席 参加者 延べ１，５０５人

その他の検討状況

県民の声の聴取
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地震調査研究推進本部の長期評価

津波のシミュレーション

東海
東南海

南海
日向灘

(参考)過去に長崎湾で発生した津波

①宝永地震（1707年）

・・・波高１ｍ程度

②チリ沖地震（1960年）

・・・波高１．１５ｍ

③東北地方太平洋沖地震（2011年）

・・・波高０．８５ｍ

東北地方太平洋沖地震

〔長崎における津波の高さ〕

県によるシミュレーション結果
（既往最大潮位時、堤防等施設が機能する場合）

⇒長崎港で生じる津波は

 
９７ｃｍ

（県地域防災計画見直し検討委員会）



3

県のシミュレーション結果と長崎魚市跡地の標高

岸壁の高さ（標高２ｍ７６ｃｍ）※

過去の最大潮位（２ｍ０８ｃｍ）※

東京湾平均海面（ＴＰ）

 

(０ｍ)

県庁舎の地盤（標高３ｍ７６ｃｍ～４ｍ７６ｃｍ）※

津波による最大水位（３ｍ０５ｃｍ）

７１ｃｍ～１ｍ７１ｃｍ

庁舎

津波高９７ｃｍ

２９ｃｍ

１～２ｍ
嵩上げ

※４連動地震によって、海底面と地盤の高さが平常時より１ｃｍ沈降することになる。

臨港道路(標高３ｍ０６ｃｍ)※
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長崎魚市跡地の地震・液状化対策

砂
や
水
を
多
く
含
む
層

支
持
地
盤

建
物

液
状
化
対
策
の
た
め
の
砂
杭

建
物
の
基
礎
杭

液状化対策

・サンドコンパクションパイル工法等の

液状化対策

→今回の震災でも有効性を立証

地震対策

・地表面から－２０ｍ付近に強固な支

 持基盤

・一般的な杭工事で、耐震性は十分確

 保可能

・特に重要な防災拠点としての安全性

 能を満たす基準を確保

・重要幹線の二重化など、電力供給、

 通信システムの信頼性を確保



既設排水設備

雨水が国道排水

 
へ流入する区域

Ａ＝２０．２ｈａ

国
道

２０２

号

雨水渠

（S61整備：県）

（S61整備：長崎市）

雨水渠整備

 
排水区域

 
Ａ＝１５．１ｈａ

国
道

２０２

号

＜長崎大水害当時＞ ＜長崎大水害以降の整備＞

〔長崎駅前周辺の排水整備〕

長崎大水害（昭和５７年）後の雨水渠の整備により、長崎駅前に流れ込む
雨水は１／４に減少

「洪水」は大丈夫なのか
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平成２２年７月

県庁舎基本構想策定室

平成２０年１０月

県庁舎整備特別委員会が設置され、「県庁舎整備と跡地活用は不可分な関係に

あり、ワンセットの問題である」などのご意見を頂いた。

平成２１年２月

 
県と長崎市が「県庁舎跡地活用プロジェクト会議」を設置

平成２１年５月
５月臨時県議会において、県庁舎を建て替える場合の建設場所は魚市跡地とす

る意見書が採択された際、県庁舎整備特別委員会委員長から「現庁舎の跡地活用
についても、県庁舎の基本構想と併せて議論すべきである」との報告が行われた。

平成２１年６月
６月定例県議会で、知事が「移転する場合の跡地活用についても、長崎市と一

体となり、県議会をはじめ幅広く皆様のご意見をお聞きしながら、積極的に検討
する」旨を表明された。

平成２１年８月

 
県庁舎跡地活用懇話会設置

平成２１年７～８月
県民・市民からのアイデア募集を実施し、歴史や観光、交流、都市機能などに

重点を置いた１９８件のアイデアを頂いた。

平成２２年１月

 
県庁舎跡地活用懇話会からの提言

平成２０年度

平成２１年度

跡地活用検討の経緯①



平成２２年７月

県庁舎基本構想策定室

長崎県庁舎の整備について長崎県庁舎の整備について

平成２２年度
平成２２年９月
県庁舎整備特別委員会で、「県民の声を聴く会」に係る委員長総括が行われた。
「移転した場合の跡地活用については、観光立県の立場から、現庁舎の敷地の歴史的・

文化的な価値を活かし、史跡「出島」の復元との調和を図るなど長崎全体のまちづくりの
問題として検討を行い、周辺地域や長崎市だけでなく、長崎県全体の活性化に繋げること
を求める意見が多く出された。」（抜粋）

平成２２年９月
「埋蔵文化財調査等は早期に実施すべき」とする県庁舎整備特別委員会からの意見を踏ま

え、埋蔵文化財調査等関連予算を９月定例県議会に計上

平成２２年４～９月
「長崎県庁舎整備基本構想案」に対するパブリックコメントで、６２５名から意見を頂き、
そのうち、跡地活用に関する意見を８３件頂いた。

平成２３年１月
臨時県議会において、魚市跡地での新たな県庁舎の建設に速やかに着手することを求め

る意見書が採択され、その中で、「現庁舎が移転した場合の跡地活用については、現庁舎
敷地の重要性に鑑み、周辺地域や長崎市はもとより長崎県全体の活性化につながるよう
県庁舎建設と同時並行して、地元長崎市と一体となって積極的に検討を進める」ことと
された。

平成２３年２月

知事が、魚市跡地での新庁舎の整備着手と併せて、跡地活用について県全体にとって最も良い
活用策となるよう県庁舎建設と並行して、地元長崎市と一体となって検討を進めることを表明。

跡地活用検討の経緯②
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平成２２年７月

県庁舎基本構想策定室

平成２３年４月

現庁舎の跡地活用について総合的な検討を行うため、庁内関係部局長等による

「県庁舎跡地活用検討委員会」を設置

平成２３年５月

県・市の「県庁舎跡地活用プロジェクト会議」を副知事、副市長をトップとす

る会議に格上げ

平成２４年１～３月
ニーズ調査を実施

・人口や面積が類似する他の県庁所在市（４都市）との比較分析等を通して、
長崎市に不足している都市機能を把握

・民間事業者（２０社）や関係団体（２０団体）を対象としたヒアリングにより、
跡地に求められる都市機能を把握

平成２４年３月
県民の視点に立った具体的な跡地活用策を提案いただくため、ワークショップ

を開催
（３月１０日、１７日の２回開催し、計４５名が参加。１０の提案を頂いた。）

平成２３年度

跡地活用検討の経緯③
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跡
地
活
用
懇
話
会
の
提
言
（

跡
地
活
用
懇
話
会
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2
1
））

跡
地

活
用

に
当

た
っ

て
の

基
本

的
な

考
え

方
・
方

針
跡

地
活

用
の

あ
る

べ
き

姿
・

機
能

具
体

的
な

活
用

策

基基
本本

理理
念念

●
現

庁
舎
の

敷
地
は

、
４
４
０

年
前

の
開

港
以
来

、
教

会
や
長

崎
奉
行

所
西
役
所

、
海

軍
伝

習
所
が

置
か

れ
る

な
ど
、

長
崎
発
祥

の
礎

で
あ

り
か
つ

中
心

市
街

地
の
核

と
も
い
う

べ
き

唯
一

無
二
の

場
所

で
あ

る
。

●
県

庁
舎
と

い
う
行

政
機
関
が

占
有

し
続

け
る
こ

と
は

、
こ

の
場
所

の
本
来
持

つ
価

値
や

大
い
な

る
可

能
性

を
将
来

に
わ
た
り

閉
ざ

し
て

し
ま
う

。

●
県

議
会
で

の
意
見

書
採
択
は

、
大

き
な

チ
ャ
ン

ス
が

到
来

し
た
と

い
う
こ
と

で
あ

り
、

今
こ
そ

象
徴

的
な

こ
の
場

所
に
新
た

な
魅

力
や

価
値
を

与
え

る
こ

と
で
再

生
を
図
る

べ
き

。

●
こ

の
場
所

を
最
後

で
最
大
の

資
源

と
し

て
活
用

し
な

け
れ

ば
長
崎

の
将
来
は

展
望

で
き

な
い
と

い
う

切
迫

感
を
共

有
す
る
必

要
が

あ
り

、
先
送

り
は

許
さ

れ
な
い

。

●
こ

の
場
所

を
活
用

す
る
こ
と

に
よ

り
、

県
全
体

の
活

性
化

に
つ
な

げ
る
こ
と

が
長

崎
県

の
責
務

で
あ

る
。

〔
提

言
の

ポ
イ

ン
ト

〕

基基
本本

的的
なな

方方
向向

県
民

共
有

の
財
産

と
し
て
誰

も
利

用
で

き
る
場

所
と

す
る
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と

を
前
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①
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④
全
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べ
き
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①
集

い
、
交

流
を
通

じ
て
新
し

い
魅

力
や

価
値
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創
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す

る
場

②
歴
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性
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③
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し
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の
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徴
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・
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長
崎
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の
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祥
か
ら

発
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至
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点

④
周

辺
と
の

調
和
と

波
及
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果

・
・

・
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島

復
元
計

画
等
へ
の

配
慮
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整

備
効
果

の
県

内
波
及

※
警

察
本
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庁
舎
敷

地
は
、
周

辺
の

ま
ち

づ
く

り
の

種
地

と
す
る

な
ど
柔
軟

な
活

用
も

考
え

ら
れ

る
。

期期
待待

ささ
れれ

るる
活活

用用
方方

（
各

委
員
か

ら
示
さ

れ
た
も
の

の
う

ち
①

芸
術

・
文

化
の
新

た
な
創
造

発
信

拠
②

魅
力

や
価

値
の
体

験
・
学
習

の
場

③
歴

史
・
文

化
を
実

感
で
き
る

空
間

こ
れ

ら
の

活
用
例

を
含
め
た

活
性

化
を

複
合

的
に

組
み
合

わ
せ
る
な

ど
に

よ
憩

い
・
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出
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（
留

意
事
項

）
※

本
格

的
な

埋
蔵
文

化
財
発
掘

調
査

を
石

垣
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残

す
方
向

で
検
討
。

第
三

別
館

は
保
存

・
活
用
を

視
野

に
※

高
低

差
や

広
い
土
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な

い
こ

と
江
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町
公

園
と
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一
体
的
な
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用

に
検

討
。

※
発

掘
調
査

を
公
開

し
な
が
ら

の
段

階
も

検
討
。

※
運

営
形
態

等
の
ソ

フ
ト
面
も

並
行

し
※

跡
地

周
辺

を
含
め

た
エ
リ
ア

に
つ

い
高

さ
制
限

や
景
観

の
保
全
措

置
の

検法法 代
表

的
な

も
の
）

点 に
役

立
つ

様
々
な
機

能
り

、
新
た

な
賑
わ
い

や

実
施

。

調
査

。
を

認
識
。

つ
い

て
も

的
な

取
組

て
検

討
。

て
建

物
の

討
が

必
要

。
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ア
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「岬の教会」イメージ図
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1858年頃の「海軍伝習所」と「出島」

1673年頃の「長崎奉行所西役所」と「出島」




